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田名部匡代議員、阿部知子議員、菅原一秀議員、松浪健太議員の質問に対し、山井厚労政務官 答弁 

 

○田名部委員 山井政務官にお伺いをいたしたいと思います。 

 野党時代、厚生労働の理事として大変御活躍をいただく中で、何度も涙を流しながら障害者の皆さんの立場に

立った御質問をされていたことを、今でも私も鮮明に覚えています。そして、山井政務官が先頭に立って、全国の

障害者の皆さんの声を受けてきた。そのことを踏まえて、これからもぜひその立場に立った取り組みをしていた

だきたいと思うんですが、そのためには、何といっても予算というものもしっかりと確保していっていただかな

ければなりません。 

 この地域移行についても予算措置というものはしっかり行われるのかどうか、その辺についての対応をお聞か

せいただきたいと思います。 

○山井大臣政務官 田名部委員にお答えを申し上げます。 

 障害者自立支援法の廃止、これは政権交代の大きな眼目の一つでありました。ただ、やはり非常に大きな法律

でありますので、法改正をするためには、来年の通常国会ではなく再来年の通常国会になってしまいまして、実

施は、自立支援法違憲訴訟の原告、弁護団との基本合意に書きましたように、平成二十五年の八月からの実施と

いうことになります。となると、その間できることに関しては少しずつ着実に改善していかないと、やはり私た

ちは約束を守っていないということになるのではないかと思います。 

 そういう意味では、ことしにおきましても、四月より低所得の障害のある方の福祉サービス等にかかわる利用

者負担を無料としたことや、その他、児童デイサービスの事業所において、障害のある児童を育てた子育ての先

輩の方々による相談等の体制整備を行う場合の支援を可能としたりしております。 

 これからも、地域移行の支援のための予算獲得に向けて全力で力を振り絞りたいと思っておりますし、そのた

めには、政府がそういう予算を要求する際には、またこれからも部会や推進会議の方々の要望を、今度も六月一

日に部会から要望をいただくことになっておりますので、その方々とも議論をしながら、とにかく、財源確保を

するのはなかなか大変でありますが、全力で頑張ってまいりたいと思います。 

○田名部委員 ありがとうございました。 

 現政権下で約束がなされた合意というものはしっかり守っていただくということ、それは大臣からも御答弁を

いただきました。そして、推進会議、部会等の当事者の声はしっかりと聞いていくんだ、それを踏まえた議論をす

るんだということも御答弁をいただきました。ぜひそのことはお約束をしていただいて、しっかりと、この国全

体で、与野党関係なく、その枠を超えて、日本の障害者施策はどうあるべきか、そのことをみんなで取り組んでま

いりたいと思います。 

 きょうはありがとうございました。 

○鉢呂委員長 田名部匡代さんの質疑を終了いたします。 

 次に、阿部知子さん。 

○阿部委員 社会民主党・市民連合の阿部知子です。 

 本日議題となりましたこの障害者自立支援法、与党案では、二十五年の八月までの時限立法というものを提案

しておりますが、それであっても、実はきょうは、大変に障害者団体からの異論、そして抗議の声が強い中で審議

が行われます。傍聴申込者は二百名を超したというふうにも聞いております。それだけ障害当事者の皆さんが懸

念され、事の成り行きを見ているきょうの審議だと思います。 

 冒頭、長妻大臣にお伺いいたします。 

 長妻大臣は、なぜ障害者自立支援法は廃止されねばならないとお考えになり、また、私どもが野党であったと

きに、その審議の中から学んだこと、最も大臣にとって大事だと思うこと、一つで結構です、お答えください。 

○長妻国務大臣 まず、なぜこの障害者自立支援法を廃止しなければならないのかということは、いろいろ論点

はありますけれども、一つは、応益負担ということで、障害が重い方ほど負担が大きいということでございます。 

 そして、その自立支援法の法案成立等で学んだことは、最も重要なことは、当事者の方の御意見をきちっと聞



いて、どういう状況に置かれておられるのか実態把握をする、その法案が施行された後どういうふうに状況が変

わるのか、それも実態把握をして、法案を立案し、審議をする、その重要性を学んだというふうに考えておりま

す。 

○阿部委員 当時の象徴的な言葉で、私たち抜きには私たちのことを決めないでと言われて、これは、実は私は

医者ですので、大変に耳の痛い言葉なんですね。医師としてこの治療法がいいと思うけれども、それは受け手の

患者さんにとって、その方の人生にとって、どういうところに位置して、本当にそれをその方が選ばれるのかど

うかによって、よいものでも結果的によくなくなるかもしれないんですね。 

 この障害者自立支援法は、やはり大きな物の考え方の転換点にあるんだと私は思うんです。単にムード的に、

気持ち的に、何で無視してこんな国会審議を進めるのよ、そういう思いがあるだけではなくて、皆さんが、先ほど

の田名部さんもそうでした、少しよくなるんだから、御答弁もそうでした、少しよくなるんだからと。でも、その

よくなっていくという方向と今ここで審議されているものが、本当に障害者の望む自己決定、自分たちの障害を

自分たちの人生の中に抱えて生きていくためのものになっているかどうかという点について、次にお伺いをいた

します。 

 十五分で全部を聞けないので、例示をしてお伺いをいたします。 

 今回私ども、私も与党の提案者の一人として、重度の視覚障害者の方の移動支援というものを、個別支援とい

って、特に重い方についてその支援を負担する、もっと楽にしてさしあげようという形で提案をいたしました。 

 しかし、この間、障害者団体の皆さんが障がい者制度改革推進会議などで話してこられたのは、その症状の重

さいかんではなくて、自分が移動したい、自分がこうしたいと思ったときに、その自分の意思がどのようにサポ

ートされるかという問題であるというふうに提案されてきたと思います。 

 今の体系は全部、重い方が大変だからやってさしあげよう、これも間違ってはいないのです。でも、今、障がい

者制度改革推進会議、五十五人おられますから多様な意見があると思いますが、そこで提起されている本質的な

問題は、その方が社会参加をしたい、あるいはその意思を持ったときに、何が足りないか、例えばそれは見守りな

がら通学を支援することであったり、いろいろなケースがあると思うのです。ここを転換してくれ、重いからお

助けしましょうではなくて、自分たちがこうしたいから、その意思にのっとって、足らざる部分を助けをしてく

れということなんだと思います。 

 長妻大臣はどうお考えでしょう。 

○長妻国務大臣 今おっしゃられた移動支援ということでありますけれども、確かに、重度の方にのみ移動支援

というのを充実させていくという考え方というのは、一概にそれは適切だとも言えないのではないかという御指

摘は私も理解をするところであります。 

 今回の法案、議員立法でございますけれども、重度の視覚障害者に対する移動支援は、同行援護として、これは

きちっと位置づけることになっていると承知をしております。 

 今後の、今おっしゃっていただいたような支援のあり方については、実施状況を踏まえて検討すべき課題だと

いうふうに考えております。 

○阿部委員 私が申し上げたのは、移動の支援とは、単なるこの者をここに移動する支援ではないんですね。社

会参加ということの支援の一環として多様に考えてほしい、それが障害者の願いなんです。それを、私どもは、や

はり重い方を先に助けてあげようと思います、それは常識だから。でも、そうではないんだ、違う体系を、長年の

その体系を打破してほしいというのが障害当事者の思いだということを、ぜひ、きょう審議に参加された各議員

と共有したいと思います。 

 そして、そうした御自身の意思を本当にサポートしていくために何が必要か、それは当然お金の問題も出てま

いります。 

 皆さんのお手元に「移動支援事業 都道府県別の事業費」というものを上げてございます。移動支援を実施し

ている自治体数を聞くと、八十数％は実施していますと出てきます。しかし、ここにごらんいただくように、その

おのおのの自治体が実施している金額は、例えば例をとりますと、富山県の一千四百万円から大阪府の六十七億

三千百万円まで、非常に幅がございます。これが現実であります。 



 移動支援は、もちろん、例えば富山も大阪もしていると集計には出ます。でも、もしも富山県の、例えばです、

富山県だけが悪いわけではないので恐縮ですが、その規模でいうと、ほとんど、さっき言った、行きたいところを

サポートしてほしいという思いは実現されません。 

 こうした実態について大臣はどう考え、どう善処していかれますか。簡単に聞くと、移動支援事業の地域間格

差、そして、今度の法律では地方にゆだねられる部分が多くなります。しかし、先立つもの、それから体系、さっ

き言った、それが重いもの順よというと、当然いろいろな意思があるときに、それは酌み入れられなくなります。

この問題も生じてまいります。 

 まず、格差についてどう思うか、これを是正するために厚生労働省の大臣として何をなさるか、お伺いいたし

ます。 

○長妻国務大臣 今おっしゃっていただいたように、移動支援には自立支援給付と地域生活支援事業がございま

すが、地域生活支援事業のお話だと思いますけれども、これについて、確かに地域間の格差というものがござい

ます。 

 これについて、国としても補助金、平成二十二年度は四百四十億円、予算措置をしておりますけれども、今、具

体的な金額をお示しいただきましたけれども、今後、きょうお尋ねもございましたので、具体的にどういう格差

があるのか、個別事例も含めて検証をしていって、それが一定の許容範囲を超えた格差となった場合はどういう

対策が必要なのか、それについて検討してまいりたいと思います。 

○阿部委員 大臣の御発言はありがたいと思いますし、そのとおりだと思います。だからゆえに障害者団体は、

その調査をしてから必要な施策に手を打ってくれ、立法化してくれというお声なのです。ここに生じた悲しいね

じれだと私は思います。本当にそれは障害者から見てどうかということで、その視点で調査し、施策してくれと

いう思いでありますから、今大臣の御答弁をいただきました。 

 現状のさまざまな地域支援サービスがございます。例えば手話の問題、これも手話をやっていただく方を自治

体がキープしておくには、とてもとてもその財力も、また人材も足りません。そうしたさまざまな問題がありま

すから、どこから手をつけるか、そのこと一つ考えるにも実態調査というのは不可欠ですから、ぜひ大臣にはそ

のことで頑張っていただきたいと思います。 

 続いて、きょうのこの法案の中にもありますが、支給決定のプロセスについてということで、ここもまた障害

者団体の方が強く懸念されているところです。 

 介護保険などと違って、障害者自立支援法における支給決定においては、サービス利用計画というのは、支給

が決定されてから、その後、利用計画が立ちます。今度これを、いろいろな方がもっとサービス利用計画を利用で

きるようにしよう、それはいいことだと思って立法府は出しているのですが、しかし、そうは受けとめられない。

なぜかと申しますと、このサービス利用計画を、十分、当事者の側に立ってサポートする体制がどうなのかとい

うことであります。 

 端的に伺えば、例えばソーシャルワーカーがきちんと配備されて、その方の、例えば病院から退院された、ある

いはひとり暮らし、御家族がない状態、そしてその後の支援などで何をどう組み立てていくか。これは逆に、そう

いうきっちりしたサポーターがいないと、支給量の決定がサービス量を決める逆転現象が起きかねないというこ

とであります。 

 人材をきちんと配置して、サービス利用計画が当事者のためになるような体制はどう担保されますか。山井政

務官にお伺いいたします。 

○山井大臣政務官 今阿部委員が御指摘された、サービス利用計画と自己決定との関係というのは非常に重要で

あると思っております。 

 現状のサービス利用計画は、障害のある方のニーズや意向などを踏まえて作成されておりますので、自己決定

を尊重しているというふうに思っておりますが、しかし一方では、阿部委員もおっしゃるように、先に支給決定

というものがあるので、自己決定がおろそかになっているのではないかという批判があることは私も承知をして

おります。 

 そういう意味では、今阿部委員がおっしゃった、自己決定の支援ということをどうしっかりサポートしていく



のか、そのことについては私たちも検討していきたいというふうに思っておりますし、総合福祉部会や推進会議

の御意見もお聞きしていきたいと思っております。 

○阿部委員 福祉分野の人材不足は極めて深刻だと思います。虐待問題でもそうですし、障害のある方のこうい

う日々の生活の支援問題でもそうであります。このことは厚生労働省が大きくかじを切らねば、絶対に、障害者

が望む、私たちのことを私たち抜きに決めないでということを担保することができませんので、ぜひよろしくお

願い申し上げたいと思います。 

 時間の制約で、あと、私の考えを述べさせていただきます。 

 現在でも極めて地域格差が大きい中、今与党にあっては、地域主権といううたい文句のもとに、地域主権推進

一括法というものが参議院で可決され、今度衆議院で審議入りを待つ状態です。 

 しかし、これは、さっきの地域間格差というものがある限り、私は、特に福祉分野においては、本当に何をどう

サポートしていけばそれが可能になるかということは極めて大きな問題であると思っています。そして、あわせ

て、今回の立法は、私は与党の一員として、あくまで時限立法として出させていただきました。それは、障害の

方々が一方で一生懸命会議しているのに、私たちの出すものがそのこととそごを来してはいけないという点であ

ります。 

 園田さんに伺います。時限立法であることの意味をお教えください。 

 これで終わりです。 

○園田（康）議員 ありがとうございます。 

 今、時限立法とおっしゃっていただきました。まさしく長妻大臣がおっしゃっておられるように、そしてまた

与党としてもお約束をさせていただいているように、この自立支援法は平成二十五年八月までに新たな総合福祉

法にかわります。そして、自立支援法は廃止になります。 

 したがって、それまでの間の障害者の当事者の方々の地域生活をしっかりと守っていく、支援をしていく、そ

ういう法律であるということを最後に明示させていただきたいと存じます。 

○阿部委員 それが明記されない法案には反対をいたします。 

 ありがとうございます。 

○鉢呂委員長 次に、菅原一秀君。 

○菅原委員 おはようございます。自民党の菅原一秀です。 

 今、この場に立ちまして、この改正法案、ようやく審議が始まって方向性が見出せる、非常に遅きに失するとも

言えましょうし、そしてまた大事なことだ、こう思っております。 

 そもそも、この障害者自立支援法、まさに障害を持つ方々が施設から地域に出てともに共生をしていく、そし

てまた可能な限り自立できるように支援をしていく、こういう理念、そしてそれをまたブレークダウンして具現

化した法であったわけであります。 

 ところが、施行後、現場そしてまた障害を持つ方々の声は、さまざまな論点、課題、問題点がありました。 

 したがって、これを昨年の二月、私どもは、当時の与党のこの問題に関するＰＴのメンバーとして、田村さんや

高木さんとともにこの見直しの基本方針を取りまとめをいたしまして、昨年の三月には、政府の提案として、利

用者負担を応益から応能負担に、そしてまた障害児の支援の充実、こういった内容を盛り込んだいわば障害者自

立支援法の改正案を提出したわけであります。ところが、通常国会において審議されないで、結局、解散になって

廃案となってしまった。非常にじくじたる思いで今日まで来たわけであります。 

 その一方で、民主党の方は、マニフェストにも、障害者福祉施策については、まず障害者自立支援法を廃止して

新たな制度を創設する、このように銘打っているわけであります。しかしながら、新たな制度といいましても、施

行後、この制度を全国の自治体、区市町村とともにいわば具現化し、また実効あらしめる中で、これをまたもとに

戻す、あるいは抜本から変えてしまうということにおいては、なかなか時間がかかることでもあり、ましてや今

後、難病患者を福祉サービスの対象とする、こういった論点も当然あろうかと思います。 

 しかし、そうなると、非常に財源的な厳しさも増してくるわけでありまして、その意味においては、まずは現場

で求められている声に対して早急に対策を講ずるということが一番大事なことだ、こう思っております。 



 そこで、改めて自公の提案者に、この改正案を出した理由を簡単に、明確に述べていただきたいと思います。 

○田村（憲）議員 菅原委員の御質問にお答えをいたします。 

 今委員おっしゃられましたとおり、この障害者自立支援法、十八年の四月に施行をしたわけでありますが、そ

の後、関係者の皆様方からいろいろな御意見を賜りました。 

 成立してすぐではございましたけれども、十月には特別対策、そして十九年の十二月には緊急対策等々で、利

用者の方々の負担の軽減でありますとか事業者の方々の支援をしてきたわけでありますが、一方で、法附則の方

で、三年後の見直し、検討規定がございます。そこで、昨年の二月に、自民、公明、当時与党でございましたけれ

ども、プロジェクトチームを立ち上げまして、そして報告書をつくった上で改正案を提出したというわけでござ

います。 

 中身的には、今もお話ございました。大きなところでいいますと、やはり、応益負担というようなことを大変お

しかりをいただきました。上限等々はございましたけれども、これは、確かにおっしゃられるとおり、大変な誤解

を招くし、基本的に、法文の中に能力に応じたという文言を入れて応能負担を明確化していこうということで、

二十九条の三項に「家計の負担能力その他の事情をしん酌して」ということで、応能負担というものを明確に、哲

学の転換を図ったところでございます。 

 他にも、各現場からいろいろな多くの御意見をいただきまして、それを盛り込んだわけでございますが、今、総

合福祉法、現与党の方で議論が始まっておるようでありますが、この再提出をする中において、我々自民党も、ま

た公明党さんも、さらに各団体から御意見を聴取させていただきました。その中で、やはり総合福祉法、まだ先の

ことであるし、議論、これはまだスタートしたばかりである、どうなっていくかまだわからない中において、とに

かく今この現状を少しでも改善してもらわなければ、あすからのそれぞれの御生活の方に不安があるということ

もございましたので、そういう意味で再度提出をさせていただいた。 

 なお、三点にわたりまして、新たな部分もつけ加えさせていただきながら提出をさせていただいたというよう

な趣旨でございます。 

○菅原委員 民主党案並びに自公案、ともに法文を読んでみますと、おおむね同じくする考えが見受けられます。 

 ただ、その一方で、それぞれまた特色もあるやに感じているわけでありまして、そこで自公提案者に確認、お尋

ねをしたいと思うんですが、今回、この法案の中に成年後見制度の利用支援事業を地域生活支援事業の中で、今

までであれば任意の事業としてやってきたわけでありますが、これをきちっと必須の事業として行うべきである、

こういう旨の条文がございます。このほか、これにかかわる、またその他、今回この法案に新たに追加したものに

関して、明確にお示しをいただきたいと思います。 

○田村（憲）議員 三点ほど追加をさせていただきました。 

 まず第一点は、今委員がおっしゃられました成年後見制度、これを地域生活支援事業の中に必須化しようとい

う部分でございまして、もう御承知のとおり、成年後見制度は、障害者の方々の権利擁護でありますとか虐待の

防止という意味で大変大きな役割があろうと思いますが、今まで任意事業でございましたので、各自治体の状況

を見ますと、去年の四月の時点で四割にこの実施状況がとどまっております。そういう意味で、ニーズを考えた

ときに、これを必須事業化するということで、より多くの方々にこの成年後見制度を御利用いただきたい、こう

いう思いでこの点を盛り込ませていただきました。 

 第二点は、児童デイサービス事業についてでありますけれども、現在は十八歳未満となっております、満十八

歳になるまで。そうなりますと、特別支援学校の高等部三年生、途中で、十八歳になられますと、この児童デイサ

ービスが受けられなくなってしまうという問題が起こっております。そこで、これを二十歳に到達するまでとい

うふうに書きかえさせていただいております。 

 三点目は、その有する能力及び適性に応じてという文言が使われておるんです。例えば、この第一条の中に「障

害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必

要な障害福祉サービスに係る給付その他の支援を行い、」というふうに書いてありますが、この文言がございます

と、能力及び適性に応じた自立に向けたサービス量しか支給されないようにやはり読めるという御指摘をいただ

きましたので、この文言を削除させていただきました。 



 以上三点でございます。 

○菅原委員 非常に大事なポイントでありまして、この障害者自立支援法、いわば机上の議論であっては当然だ

めだ。また、私どもも現場に赴き、実態を把握し、また団体の皆様、障害を持つ方々からその声を真摯に受けとめ

て、それを法律にちりばめていく、これが国会の役割であろうと思っております。 

 その今の御指摘を踏まえれば、今後この方向性が、一定方向が出されたとしても、実態に合わせて常にチェッ

クというものが大事ではないか、こう思っております。 

 さて、障害程度区分ということが論点としてございました。これは、自公案においては、障害支援区分に改め

て、そしてまた障害程度区分の見直しということで銘打ってございます。 

 御案内のとおり、ずばりこの障害程度区分というのは、いわゆる介護保険の要介護認定、これをもとに制度設

計されたという背景があると思います。しかしながら、身体であればそれなりの明確化ができる、しかし一方で、

知的ですとか精神ですとか、例えば調子のいいときとそうではないときがあるわけですから、一律に程度区分を

設けることによって、結果的に本当に適切なサービスが受けられない、こういう解析といいましょうか、これま

での足跡があると思います。 

 したがって、私どもは、当然これは見直しをしなければいけないという議論を踏まえてきたわけですけれども、

政府側にお尋ねをしたいのは、この点、現状でどう対応されるのか、お示しをいただきたいと思います。 

○山井大臣政務官 菅原委員にお答え申し上げます。 

 まさに菅原委員御指摘のように、障害程度区分というのは、残念ながらこの自立支援法、当初からの大きな問

題点と言われておりまして、介護保険をモデルにしたことによって、知的、精神の方々に対しては非常に軽く出

てしまう。そのために、ここ数年、そういう問題点をどう減らせるかという努力をしてきたわけではありますけ

れども、まだまだ十分な点には至っておりません。 

 このことに関しては、これからも制度改革推進本部や総合福祉部会の大きな論点となっていくと思いますので、

将来的には当然これを改正していきたい、変えていきたいというふうに考えております。 

○菅原委員 政府側もそういうような御答弁でございますので、ぜひともお進めをいただきたい。 

 また、共通項のもう一つに、障害者がグループホームやケアホームに入居する際の家賃を補助する仕組み、こ

れを設けているわけでございます。この点、どのような制度を導入するのか、そしてまた、その補助の水準につい

てお考えがあれば教えてください。 

○田村（憲）議員 このグループホーム、ケアホームの問題は、実は、自立支援法をつくる当初からかなり議論を

してきたところであります。 

 現行法ですと、低所得の施設入所者の方々は、手元に実費負担部分を除いて二万五千円残るようになっており

ますが、グループホーム、ケアホームの方はそのような規定がございませんので、これはそのままお支払いをい

ただいておるということであります。 

 しかし、現行はそうであるのですが、地域支援ということを考えた場合に、このグループホーム、ケアホームの

役割、これは大変重要なものがありますから、そこに移っていただくためには、この実費負担部分をどうするの

かというところをクリアしないとなかなか進んでいかないであろうということも考えまして、例えば、実費に係

る部分に関して何か補足給付ができないかということで、法文の中に入れさせていただきました。 

 実際問題どれぐらいかということは、家賃の額、こういうものを政府で検討いただいて調査をしていただいて、

必要なものを給付するという形にしてまいりたい、このように思っております。 

○菅原委員 最後にお尋ねをしたいと思います。 

 障害者の皆さんの実際の声として、移動にかかわる支援をぜひ拡充してほしい、さまざまなお声をいただいて

いるわけであります。 

 今回のこの法案にも、重度視覚障害者に対する移動支援については、同行援護ということで、個別給付とされ

ております。大変このことは重要でありまして、移動支援ということで見ますと、民主党案の方にはその検討規

定が設けられているんですが、自公案の方にはこれがないんですね。あれだけさんざん議論をしたわけでありま

すから、ぜひこの障害者の移動支援についても盛り込むべきだ、こう思うんですが、この点を田村さんに確認し



たいと思います。 

○田村（憲）議員 重度の知的障害のある方々や重度の肢体不自由の方々に関しましては、現行法の中で自立支

援給付の中に入れてあるわけでありますが、今回、今言われましたとおり、同行援護という形で、重度の視覚障害

者の方々に関して、これを給付対象にしようということを盛り込ませていただきました。 

 一方、地域生活支援事業の中で今やられております移動支援に関しまして、もっと幅広く検討すべきではない

かというのは、我々も議論をしてまいりました。 

 今回の法案には種々の理由で我々は入れていないんですが、ただ、与党提出の附則の中でこれを入れていただ

いたというのは大変大きな意味があると我々は思っております。実現するためには非常に大きな壁がございます、

正直言いまして。これは、財源的な問題も含めて大きな壁があろうと思います。これを与党の中に入れていただ

いた、これは我々も全面的に賛同する部分でございまして、協力してこういうことが実現できるように努力をし

てまいりたいというふうに思っております。 

○菅原委員 これで終わりにしますが、大変重要なことでありますので、ぜひお進めをいただきたい。同時に、こ

の自立支援法の改正と同時に、やはり今回俎上に上がったけれども先送りされてしまいましたハート購入法並び

に障害者の虐待防止法、これに関して、早急に俎上に上げていただいて、しっかりと議論を進めていただきたい、

このことを最後に申し上げて、終わります。 

○鉢呂委員長 次に、高木美智代さん。 

○高木（美）委員 公明党の高木美智代でございます。 

 私は、公明党障害者福祉委員会委員長を務めております。また、先ほどお話ありました、自民、公明、当時与党

ＰＴの副座長を務め、この障害者自立支援法の改正に取り組んでまいりました。本日、どうあれ、障害者自立支援

法の改正案、自公案そして与党案が審議の運びとなり、懸命に取り組んできたこの四年間を思い起こしますと、

私は、きょうは一歩前進をする大事な日である、まさかここまで来るとは思わなかったというのが実感でござい

ます。御尽力くださった方々に感謝を申し上げたいと思います。 

 昨年九月、長妻大臣は、遅くとも平成二十五年八月までに、障害者自立支援法を廃止し、障害者総合福祉法を実

施するとおっしゃったわけでございます。それでは、今現に障害者の方々の地域生活が困難を来していらっしゃ

るその現状を三年間も放置することとなってしまう、この危機感を恐らく共有していただき、政府提出の閣法を

今回、議員立法として引き取りまして、自公案を提出いたしました。そしてまた、与党案も提出されましたことを

私は感謝申し上げる次第でございます。 

 我が党の埼玉県本部では、障害者自立支援法の総点検運動を実は行いまして、昨日、その結果の発表が行われ

ました。やはり自立支援法を、あってよかったという人が半分、また、改善してほしいという方がさらに半分、改

善する余地が多くあるという内容でございます。そうした現場の状況。 

 そしてまたさらに、昨日、私は、日本身体障害者団体連合会の緊急要望をいただきました。緊急的な対応とし

て、障害者自立支援法の一部改正を実現し、障害者が地域で安心して生活できる環境が一歩でも進むことを切に

要望いたします、このようにございます。私は、一歩でも進むことを切に要望いたします、この気持ちを多くの方

が共有され、本日に至ったと承知をしております。この上は、速やかな成立を心から願うものでございます。 

 本日は、私は提案者でもあり、若干自問自答のような形になりますが、この場をおかりいたしまして、またこの

自立支援法の詳細をまだ御承知ない議員の方がもしいらっしゃったらと思いまして、私どもの考え方、そしてま

たこれまでの取り組みにつきまして少し述べさせていただき、大臣に一、二点、質問をさせていただければと思

っております。 

 この障害者自立支援法、障害者が地域で普通に暮らすことや、自立と共生の社会づくりを目指して、知的、身体

そして精神、この三障害の一元化、また選択可能なサービスの提供など、障害者の方にとりましてメリットもも

たらしました。しかし、その一方で、利用者負担の問題など、多くの課題が残っております。国や地方の財政負担

が義務化したということは、あの破綻した支援費の中から大きな方向転換であったと思いますが、原則一割負担

が導入をされてしまった。 

 こうした大幅な制度変更、そしてまた残った課題に対しまして、我が党は、当事者団体の意見を適切に反映し



てほしい、このことを強く要望しながら、障害者団体と意見交換を重ね、サービス利用の応益負担の導入や公費

負担医療制度の利用者負担の見直しに当たっては、低所得者に対する十分な配慮ということを強く求めてまいり

ました。毎日のように多くの障害者団体の方たちから広く御意見をお聞きしながら検討を行い、政府・与党に働

きかけ、障害者自立支援対策臨時特例交付金を確保しまして、基金を積み、今日まで財政措置を講じてきたわけ

でございます。 

 その第一回目は、十八年四月一部施行後の八月十五日でした。冬柴幹事長、浜四津代表代行を初め、緊急要望を

大臣に対して行いまして、これを受けて、十八年度補正予算によりまして九百六十億を確保し、利用者負担の軽

減、また事業者への激変緩和措置などを実施しました。また、平成二十年、緊急措置といたしまして六百五十億

円、翌年二十一年、千四百二十五億円と連続してこうした対策を講じ、利用者負担のさらなる軽減、また障害児世

帯の負担軽減、事業者への激変緩和措置を実施してまいりました。この二十一年のときは、介護分野と歩調を合

わせて、職員の処遇改善に取り組む障害福祉事業者に助成を実施したわけでございます。 

 あわせて、利用者負担の軽減につきましては、当事者の方たちからの御意見と要望を踏まえまして、たび重な

る上限額の引き下げを行ってまいりました。そして、措置を受けるための要件も改善をしてまいりました。 

 このようなことをさせていただいたことを簡潔に御報告いたしますが、二十年七月、所得認定が世帯単位であ

ったのを、本人及び配偶者のみの所得で判断するという個人単位に変えました。また、二十一年四月、障害福祉サ

ービスの報酬改定では、平均五・一％引き上げ、また自立支援医療の負担も軽減。また、七月、これまでの資産要

件を撤廃いたしました。 

 さらに、我が党の北海道の議員から要請がありまして、札幌市長からのヒアリングをもとに、入所施設利用者

が心身障害者扶養共済給付金を受け取る際に、収入認定から除外すべきだ、手元金二万五千円に加算すべきだ、

このように主張いたしまして、改善をいたしました。また、十月、身体障害者もグループホーム、ケアホームを利

用できるように拡充。 

 また、昨年の四月ですが、町田市の障害者からの要請を受けまして、精神通院医療申請の際に、診断書の提出を

毎年から二年に一回に改善をいたしました。また、御自身が、お母様ですが、重度の障害を持ち、子育てが困難な

方たちからの陳情を受けまして、在宅介護サービスに子育て支援のメニューを追加し、重度の障害があられても

しっかりと子育てができるという環境もつくらせていただきました。 

 このようなきめ細かな対応を行い、実現したわけでございますが、まだまだそれでも課題は多く、当事者の方

から、まだ御意見を伺っていないとさまざまおしかりを今いただいているわけでもございますが、ただいま大臣

からもお話ありましたように、制度改革推進会議で今検討をされているところでもあり、一歩、ともかくその準

備のために階段を上がるという、そんな決意でおります。 

 現在、昨年一月ですが、利用者負担も平均一割から二％になったとも伺っております。また、ことしの四月、長

妻大臣、山井政務官の御努力でしょう、低所得の方につきまして、障害福祉サービスと補装具の利用者負担を無

料化、百七億円を確保というお話も伺いまして、ただ、私、四百億とおっしゃっていたのが百七億、やっぱり財源

を確保するのが本当に大変なんだなということを改めて痛感をした次第でございます。 

 一方で、平成十九年ですが、新たな連立政権合意に、公明党の主張によりまして、抜本的な見直しを検討すると

ともに、障害者福祉の基盤整備の充実を図る、このように盛り込まれたことによりまして、与党ＰＴが平成十九

年十月に設置となり、我が党は原案を提示し、十二月に報告書、また二十一年二月、基本方針をまとめたわけでご

ざいます。 

 当然、介護との整合性が考慮された当初の仕組みを解消いたしまして、障害者の方たちが、社会参加、そしてま

たそれぞれの能力が発揮できる、さらには就労支援、こうした流れを障害者福祉の原点に立ち返って見直しを行

ったものでございまして、その中には我が党の多くが盛り込まれております。 

 この基本方針、詳細にきょうは読み上げさせていただきたいところでございますが、時間の関係もございます

ので割愛をさせていただきます。この内容に盛り込まれましたさまざまな課題と認識をしている部分、そしてま

た今後、これは与野党問わず検討を進めなければいけない部分、また当事者の方からさらにお声を伺わなければ

いけない部分、数多くございますもので、ぜひとも目を通していただきたいと思います。 



 私は、今後の課題は、やはり障害者の方にとりまして所得保障をどのようにしていくかということが、地域で

普通に暮らすといいましても、大きな課題であろうかと思います。障害年金の引き上げも我が党は提案をさせて

いただき、坂口副代表を中心に今法案化に向けて準備をしております。しかしながら、この年金につきましても、

無年金の方、いかに支給要件の緩和に努力をいたしましても、どうしても制度の谷間に落ちる方を救済するとい

う抜本的なことはできません。 

 また、例えば発達障害の方など、軽度の発達障害の場合、またその他の障害の場合、就労できない、その間の所

得が得られない、こういう方たちが年金では救済できないという状況があります。私は、当然、年金の引き上げ、

そしてまたさまざまな住宅手当制度、グループホーム、ケアホーム、これは今回盛り込んでいただきましたが、さ

らに福祉ホーム等を加えまして、こうした住宅手当の拡充。 

 さらには、私は、年金というよりも障害者の手当制度として第二のセーフティーネットを創設すべきではない

かという必要性を痛感しております。就労ができた場合、ある程度の所得があればその手当を受け取る必要はな

い。しかし、一たん解雇されたり、今もさまざまな経済的な事情で苦しんでいらっしゃる方が多くいらっしゃる。

そうなった場合、手当を受けてその間何とか生活をし、そしてまた次に希望を持つことができる、このような制

度をつくらなければならないと思っております。まず、年金の加算、そして無年金者の残る二類型の救済、これを

急ぐための法案を今つくりました。提出をしてまいりたいと思っております。 

 しかし、こうした流れも、財源措置も、税制を含む社会保障制度一体改革の際に障害者の方たちがそこに取り

残されませんように、私どもは、しっかりとアピールをしながら、また法案化等々で説明をさせていただきなが

ら、また何よりも国民の皆様に広い合意をいただきながら進めていかなければならないと思っております。 

 最後に、大臣に質問をさせていただきます。ただいまのような、このような取り組みの内容、そしてまた、これ

から大臣が課題であると思っていらっしゃる点、答弁を求めたいと思います。 

○長妻国務大臣 一つの原点は、ことしの一月七日の「障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団と国（厚生労働

省）との基本合意文書」というのを私も持っておりますけれども、そこに書いてあることをきちっと実行してい

く。その前提として、やはり当事者の御意見をきちっと聞いていくということも含めて、ここに書いてあること

を我々政府として一つ一つ履行するということに尽きるのではないかというふうに考えておりますので、今後と

も御指導賜りますようよろしくお願いします。 

○高木（美）委員 与党ＰＴが立ち上がってから、こうした改正案が今日に至るまでに約二年半かかっておりま

す。そのことを考えますと、この制度改革推進会議、今十分な精力的な御議論をされていらっしゃる、心から敬意

を表します。 

 しかしながら、拙速な議論は私はやめていただきたい。やはり次に大きな変更をするときは、これでいくのだ、

このような形がきちっと提示できますように、そしてまた、決まってすぐ、さあ施行、こういう自立支援法の二の

舞を踏まなくて済みますように、十分な周知徹底期間を経て、あなたの場合はこのようになります、行政はこの

ように動きます、市町村の役割はこう、都道府県の役割はこう、国はこうする、こうしたことが総合的に提示をさ

れ、国民にもわかりやすく説明されますように、時間をかけて丁寧に行っていただきますことを要望させていた

だきます。 

 あと一分ございますので、これは大臣にお願いでございますが、重度心身障害児につきまして、たび重なる陳

情を受けております。 

 実は、最近、妊婦のたらい回し出産防止のために、ＮＩＣＵをできるだけ早くに退院させるという動きがあり

ます。それにつきまして、在宅に移るわけですが、障害児の在宅医療、介護の基盤整備がおくれているという状況

があります。大変困っていらっしゃる。医療も必要、また介護も必要、訪問入浴もしてほしい、お母様たちでは手

に負えない、レスパイトもある、そういう中で支援体制の整備が急務でございます。自治体によりましてはやっ

ているところもありますが、三年で切られてしまうという声もあります。この中に、例えば、重度訪問介護サービ

スにつきましては児童も使えるように検討していただけないか、このような要望もありました。 

 ぜひとも、今在宅で重度の障害児の方たちを介護していらっしゃる、看護していらっしゃる、その支援体制を

早急に整備していただきたいということを大臣に要望申し上げたいと思います。 



 もし御答弁いただけるようでしたら、お願いいたします。 

○長妻国務大臣 私も重度の障害者施設へお邪魔いたしましたけれども、やはり今おっしゃっていただいたよう

に、在宅の支援ということで、例えば通園事業は今補助事業なんですけれども、これを何とか法定事業とならな

いかという声も数多く聞いております。 

 今回の改正法案ではそれが盛り込まれているということを承知しておりますので、いずれにしましても、それ

だけではなくて、十八歳未満と十八歳以上と、障害者の方に対する法律が違うというようなことで、お医者様が

かわってしまったりというお悩みも聞いておりますので、そういうことも含めて、我々としてこういう御心配が

ないように取り組んでいきたいというふうに考えております。 

○高木（美）委員 今の件は、再度また質問をさせていただきたいと思います。 

 ありがとうございました。 

○鉢呂委員長 次に、高橋千鶴子さん。 

○高橋（千）委員 日本共産党の高橋千鶴子です。 

 時間がありませんので、早速、自民党の提出者に最初に伺います。 

 自民、公明の改正案は、与党時代に出された法案と基本的に同じものだと思います、若干の追加があるのは承

知をしておりますが。自民党さんの立場は、障害者自立支援法をいずれ廃止するという立場でしょうか。それと

も、制度の枠組みは残して修正を図る立場ですか。 

○田村（憲）議員 自立支援法の経緯は先ほどお話をさせていただいたとおりでございます。先生、時間もないと

思いますので、端的にお答えいたします。 

 我々は、これからの、今与党・政府が考えておられます総合福祉法がどういうものになるかよくわかりません

が、少なくとも福祉サービスをどのような形で提供していくか、就労サービスも含めてでありますが、そういう

ものに関して、今の自立支援法という枠組みを廃止するという意味でこれを出したわけではございませんで、足

らざる部分をしっかりと直しながら、障害者の皆様方の御意見をいただきながら、これを改正の中でよりよいも

のにしていこう、そういう方針でございます。 

○高橋（千）委員 まず、確認ができました。 

 自民、公明の案は、自立支援法の枠組みを廃止するものではないということであります。 

 与党は、自立支援法を廃止し、この一月、自立支援法違憲訴訟原告団と和解し、基本合意を結んだ。廃止しとい

うか、廃止を公約し、基本合意を結んだと思います。制度改革会議が立ち上がり、精力的な検討を重ねているとこ

ろでありますが、二〇一三年八月までに廃止するという立場を変えたのですか。大臣に伺います。 

○長妻国務大臣 先ほども、この一つの原点が、原告団、弁護団との基本合意文書というのを国として責任を持

って交わしたわけでございまして、そこにも、「国は、速やかに応益負担制度を廃止し、遅くとも平成二十五年八

月までに、障害者自立支援法を廃止し新たな総合的な福祉法制を実施する。」こういうことが明記されているとこ

ろであります。 

 事実、実際今、障がい者制度改革推進会議やその下の総合福祉部会で当事者の御意見も聞きながらその作業を

進めているということで、方針は変わっておりません。 

○高橋（千）委員 自民党さんは、枠組みは維持なんだと、そして与党は、廃止という立場は変わっていないんだ

とおっしゃっているんです。 

 そうすると、それを一本化するというのはどういうことになるのかということなんです。つなぎだからとおっ

しゃるかもしれません。しかし、では、施行日が二〇一二年四月というのはなぜですか。つなぎといいながら、二

年も待たなければならない。おかしくはありませんか。民主党の提出者に伺います。 

○園田（康）議員 今回提出をさせていただいている法案をもう一度よくごらんいただきたいと存じます。三つ

の法施行日となっております。すなわち、この法律改正案が施行される日は、まず法律の公布日が一点、それから

公布日から起算して一年六カ月以内、これが二つ目、三つ目に二十四年四月一日というのが出てまいります。 

 この二十四年四月一日というのは、先ほど公明党の高木委員からも御発言があったように、自立支援法の制定

過程の中で、いわば法律が制定されてから施行されるまで、かなりの短い期間でやってしまったというところが



一つの反省材料ではないかなというふうに私は考えておりました。したがって、きちっと制度を制定され、周知

し、そして実施に至るまでの間というのは、その周知期間というものをしっかりと置いていかなければいけない

のではないかというふうに考えているところでございます。 

 御指摘の二十四年四月一日というのは、先ほど阿部委員からも御指摘があった、支給決定プロセスの見直しの

ところの部分あるいは障害児の支援の部分でございまして、これは、市町村の方々に今後の政省令をもって周知

していき、そして制度を整えていかなければいけないとなると、混乱を来してはならないという意味で、幾つか

に施行日が分かれているということでございます。 

 なお、発達障害の障害の範囲については、公布日からすぐ施行されるものだというふうに考えています。 

○高橋（千）委員 つなぎの法案を周知するためにまた一定の時間がかかるのだと。新しい法案をつくるために

今改革会議が検討していて、当然その周知の期間などがかかりますね。そういうことが二重三重に重なってくる、

一体これはどういうことになるのかということがあるわけです。 

 民主党さんの案には「廃止」という言葉がございます。「廃止を含め」という表現でありますけれども。それか

ら、先ほど阿部委員の質問に対してお答えになっていたように、二〇一三年八月の廃止までの期限、時限立法で

あるという説明がございました。では、これから出てこようとしている、自民党さんの提案と一緒にしたいとい

う一本化案には、その時限立法は含まれません。どうしてですか。 

○園田（康）議員 委員御指摘の、一本化と言われるものは、恐らく合意がなされた後の、委員長から提出される

合意案であろうというふうに思っておりますけれども、ここにおいては、先ほど御指摘いただいたように、私ど

もは、平成二十五年八月までの間において、制度改革推進本部等の議論を踏まえて、そしてきっちりと新しい総

合福祉法をつくっていく、この方針を明確にお示しさせていただいている法律案でございます。 

 一方、野党案、自公から提出されている法案は、従前の自立支援法の改正という位置づけの中で、幾つかの追加

項目があるというふうに承知をさせていただいているところでございます。 

 したがって、今私どもは、与野党の真摯な検討とそして議論を重ねさせていただきまして、私どもから申し上

げたのは、やはり当事者の方々が議論をしていただいている、そしてその推進会議と総合福祉部会等の会議を踏

まえずに新しい法制度をつくるというのは、絶対にこれはまかりならぬということを申し上げさせていただいて

いるところでございます。 

 先ほど高木委員からも、推進会議等でしっかりと議論を踏まえていただいているという御発言がございました

けれども、これは、広く国会内においても、野党の皆さん方もようやく御理解をいただいてくるような形になっ

てきたというふうに思っておりますので、そういった点では、私は、方向性は与野党一致できるものではないか

というふうに考えております。 

○高橋（千）委員 よくわからないんですね。 

 だとしたら、こうした機会を何度も重ねて、検討会議の議論を我々が報告を受けたりとか、あるいは当事者の

声を聞いたりして、我々が今できることは何なのか、急ぐべきことは何なのかということをやるべきではないか。

結論ありきではやはりおかしいのではないかと思うんですね。 

 皆さんのお部屋にも、先ほど紹介があった、ことしの一月の基本合意を結んだ自立支援法違憲訴訟原告団の皆

さんを初め、全国の団体の皆さんから強い抗議声明が寄せられていると思います。私がここに来るまでの間に数

えただけでも、三百七十通以上のファクスが来ています。 

 私は、両党とも、両党ともというか、提案者の皆さん、多分よかれと思って提案されたとは理解できますし、内

容自体が、少なくとも改悪ではない、改良されている部分があります。では、それでも反対の声が強いのはなぜだ

と思いますか。 

○園田（康）議員 ありがとうございます。 

 御指摘の違憲訴訟団の方々からの緊急抗議声明というものが出されているではないかということですけれども、

昨日、私もその原告団の一部の方ではありましたけれども、お目にかからせていただきました。私からも真摯に

御報告をさせていただいた後に、御意見をちょうだいいたしました。 

 その中身につきましては、自立支援法を廃止して、平成二十五年八月までに、制度の谷間をつくらない新しい



法律を当事者の意見を十分に聞いてつくるとした国及び与党の姿勢に真っ向から反するものではないかという御

指摘もいただいておりましたし、また、内容面においても、改正法案は私たちが願う改正とはほど遠く、基本合意

文書の水準を大きく下回るものであるという御意見もいただきました。 

 昨日のお話の中で、一つちょっと私、誤解をされていらっしゃったなというふうに、これは私どもの説明不足

があったというふうに反省をさせていただいておりますけれども、例えば、自立支援医療の部分も、今般の見直

しの中で応能負担化をさせていただいております。平成二十二年度の予算の中においては、低所得者一、二の方々

には福祉サービスと補装具だけの無料化をした、残るは自立支援医療の部分ではないかということは、私どもも

宿題として、喫緊の課題だということで、基本合意文書の中にももちろん入っておりました。 

 したがって、今般のこの見直しの中において、二十九条三項だけではなくて、五十八条においてもきちっと、自

立支援医療の部分、ここも応能負担化の条文はしっかりと入れさせていただいて、さらに私ども、立法府の立場

で今後政府にこの働きかけを、求めていくということは大変重要なことではないかなというふうに思っておると

ころでございます。 

 いずれにいたしましても、地域で生活する障害者児の方々の生活をしっかりと支援していく、一歩でも前に進

めていきたいというところを、今後、当事者の方々にも、私どもの与党、あるいは与野党を超えて、立法府として

の責任としてお伝えをしていくことが大変重要なことであろうというふうに思います。 

○高橋（千）委員 済みません、この通告、自民党さんにもしていたんですが、時間の関係で省略をいたします。 

 今、園田委員から、原告団の皆さんにもお会いしましたと。そして、抗議されている中心部分についてお話をさ

れたと思うんです。それは、多くの皆さんがやはり受けとめてくださっているはずなんですね。なのに、なぜこう

いう進行なのかと。やはり中身ではないんだということをわかってもらわなければならないわけです。 

 今、医療の問題を御説明されました。医療の問題が解決すればそれでいいということではありません。確かに、

説明の中には医療も同様の措置とするというふうに書いてございます。でも、例えば自民党さんが出した案の中

には、「利用者負担の規定の見直し」ということで、「累次の対策により、負担上限額は大幅に引き下げられてお

り、実質的に負担能力に応じた負担になっているが、法律上は一割負担が原則となっている。」つまり、実質的に

負担能力に応じた負担になっている、現行このように評価をされております、自民党さんの説明ペーパーで。し

かし、これと同じことを、鳩山総理も我が党の志位委員長の代表質問に対して答えております。現状が実質的に

負担能力に応じた負担であると。 

 ですから、今回、法律に応能負担と明記するということは、応益負担を撤回するとイコールですか。 

○園田（康）議員 当然ながら、旧政権下の方々は少し耳の痛い話かもしれませんけれども、応益負担というもの

は、これでまず撤回をされるというふうに私は思っております。そして、これから、旧政権下の方々もいろいろ反

省をしながら、特別対策であるとか緊急措置であるとか、いろいろ策を講じていらっしゃった。この努力という

のを私も当然認めさせていただいているところでございますし、大変ありがたい形をやっていただいた。 

 まだまだ、今回のこの法案のあり方でも実は不十分であるというふうに私は思っております。したがって、応

能負担というもののあり方を含めて、まさしく今、推進会議並びに総合福祉部会というところで当事者の方々に

御議論をいただいて、そして、先ほど来お約束をさせていただいているように、平成二十五年八月までに新しい

総合福祉法ができていくんだというこの流れというのは、幅広く合意をしていただけるものではないかというふ

うに思っております。 

○高橋（千）委員 一言、自民党さんにも確認してよろしいですか。 

○田村（憲）議員 一言で申し上げれば、応能負担にこれでなる。明確にここに応能負担と書いたということでご

ざいます。（高橋（千）委員「応益負担の撤回ですか」と呼ぶ）今まで応益負担であったかどうか。これは、なか

なか言葉、明確に難しいですが、応益負担であるというような誤解といいますか、そういうふうに思われた部分

があったというのは事実であろうと思います。 

○高橋（千）委員 やはり、ここに見解の相違があったのではないか。応益負担の撤回とは、やはり自民党さんは

おっしゃらなかった。ですから、そこで一本化するということは、まだそこまではたどり着いていないというこ

とであります。それから、総合福祉法、仮称ですから、これから新しい法律が目指しているものはそれだけではな



いということは、もう御存じだと思います。 

 最後にお話をしたいと思いますけれども、私が先ほど来、なぜ抗議がこんなにも来ているのかということの中

身、それはもう皆さんが一番よく御存じのことだと思うんですね。私たちのことを私たち抜きに決めないでと。

そのスローガンがまさに踏みにじられている、基本合意が踏みにじられているということに怒っているわけであ

ります。 

 元原告の方から寄せられている手紙を一部だけ御紹介したいと思います。 

 今国会に提案されるとの報道に接し、憤りで胸がつぶれそうです。 

  一月七日に国と私たちが合意した基本合意文書は、歴史的な内容をかち取ることができたと思っています。 

  障害福祉は基本的人権の行使を支援するものと明言したことは特筆すべきことであり、福祉行政はすべての

国民の基本的人権の行使を支援するものへとつながっていく一歩をかち取ることができたと運動の成果を誇りに

思いながら、これからが本番だと思ってきたところです。 

  しかし、合意文書を一緒に練り上げてきた与党の今回の動きはどういうことなのでしょうか。これまでの反

省を踏まえ、二度と同じ過ちをしないと、そして、新たな法律を当事者、関係者一緒につくっていくと、残された

緊急課題もあると、それらを基本合意文書で確認したことをいとも簡単にほごにしようとする今回の動きは、到

底承服できるものではありません。 

 埼玉の元原告のお母さんから寄せられています。 

  私どもは、自立支援法が廃止されて、権利条約をも見据えた、真に障害者も安心して暮らせる法律ができる

ことを願って、寒い日も大雨の日も、車いすを押して地裁に通いました。 

  そして、一月七日締結された基本合意文を信じて、制度改革推進会議や総合福祉部会に大いなる期待を持っ

て、傍聴にせっせと通っております。 

  ところが、国民が沖縄の基地に気をとられている間に、私どもが推進会議を見守っている間に、他方で、訴訟

団との基本合意や推進会議、部会を無視したこのようなやり方には、不安を通り越して、失望と怒りの気持ちを

禁じ得ません。 

 こうした怒りの声が多数寄せられている。それはもう皆さんも御存じだと思うのです。この原則をどうして踏

み外すのでしょうか。 

 昨年の一〇・三〇の大フォーラムを私は忘れることができません。長妻大臣が、大臣として初めて出席をされ

ました。そして、原告の皆さんを初め、全国から集まった障害者運動の皆さんに謝罪をして、新しい法律を皆さん

と一緒につくると約束をしたわけです。隣で山井政務官が、肩を震わせて泣いていました。私も、本当に一緒に感

動して、本当によかったと思いました。そういう気持ちを踏みにじることにならないのか、当事者を抜きにした

議論をやめるべきではないか、重ねて伺います。いかがですか。 

○園田（康）議員 御指摘ありがとうございます。 

 私どもの考え方の中で、先ほど来真摯にお話をさせていただいております。高橋委員がおっしゃるように、自

立支援法の制定過程の中で、私も二つのことを学ばせていただきました。 

 それはやはり、当事者抜きで法制度改正といいますか、そういったことをやるべきではないということ。それ

から、法律が施行されてから、その周知期間、混乱をつくらないために、きっちりとした準備期間を置きながら皆

さん方と御一緒につくっていく、そういう姿勢というものは必ず守っていかなければいけない。 

 私は、今でもその気持ちは変わっておりませんし、先ほど来お話をさせていただいているように、平成二十五

年八月まで、新しい総合福祉法ができていくそのプロセスをきっちりと、今でも制度改革推進本部、そして会議、

そして部会という形の中で議論をしていただいているわけであります。そして、その方向性をしっかりと、私ど

も与党も、あるいは国会として、立法府として踏まえながら今後も進んでいくというところを今回の法律で明確

にさせていただいている。このことは、高橋委員も御理解をいただけるものだというふうに私も思っております。 

 ぜひ、御理解をいただいた後に、私も、足らず前のところはもっともっと当事者の皆さん方や、あるいはさまざ

まな関係者の方々にもお話をさせていただいて、しっかりと同じ道を歩んでまいりたいというふうに思っており

ます。 



 どうぞよろしくお願いを申し上げて、私からの答弁とさせていただきます。 

○鉢呂委員長 高橋委員に申し上げます。 

 申し合わせの時間が来ております。 

○高橋（千）委員 終わります。 

    ————————————— 

○鉢呂委員長 この際、お諮りいたします。 

 田村憲久君外四名提出、障害者自立支援法等の一部を改正する法律案及び園田康博君外六名提出、障害者自立

支援法の廃止を含め障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律

の整備に関する法律案につきまして、それぞれ提出者全員より撤回の申し出があります。これを許可するに御異

議ありませんか。 

    〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○鉢呂委員長 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。 

     ————◇————— 

○鉢呂委員長 厚生労働関係の基本施策に関する件について調査を進めます。 

 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の

地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律案起草の件について議事を進めます。 

 本件につきましては、先般来理事会等において御協議願っておりましたが、お手元に配付いたしておりますと

おりの起草案を得た次第であります。 

 その起草案の趣旨及び内容について、委員長から御説明申し上げます。 

 本案は、障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において、

障害者及び障害児の地域生活を支援するため、関係法律の整備について定めようとするもので、その主な内容は

次のとおりであります。 

 第一に、障害福祉サービス等を利用した場合の負担について、利用者の家計の負担能力に応じたものとし、障

害福祉サービス等に要する費用から利用者の家計の負担能力に応じて定める額を控除した額を給付することを原

則とすること。 

 第二に、発達障害者が障害者に含まれることを明示すること。 

 第三に、相談支援体制を強化するため、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターを

市町村に設置できることとするほか、成年後見制度利用支援事業を市町村の地域生活支援事業の必須事業とする

こと。 

 第四に、現在障害種別に分かれている障害児の施設について、障害種別を超えた利用ができるよう一元化する

とともに、通所による支援の実施主体を市町村とすること。また、児童デイサービスについて、二十歳に達するま

で利用できるよう、特例を設けること。 

 第五に、グループホーム、ケアホームの利用に伴い必要となる費用の助成制度を創設すること。 

 第六に、政府は、障害保健福祉施策を見直すに当たって、難病の者等に対する支援及び障害者等に対する移動

支援のあり方について必要な検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。 

 なお、この法律は、一部を除き、平成二十四年四月一日から施行することとしております。 

 以上が、本起草案の趣旨及び内容であります。 

    ————————————— 

 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の

地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律案 

    〔本号末尾に掲載〕 

    ————————————— 

○鉢呂委員長 本件について発言を求められておりますので、これを許します。高橋千鶴子さん。 

○高橋（千）委員 私は、日本共産党を代表し、ただいま議題となりました障害者自立支援法の一部改正案につい



て反対の意見表明を行います。 

 ことし一月七日、政府は、障害のある当事者が社会の対等な一員として安心して暮らすことのできるものとす

るために最善を尽くすことを約束し、障害者自立支援法違憲訴訟原告団、弁護団と歴史的な基本合意を結びまし

た。これに基づき、障がい者制度改革推進会議が設置され、当事者参加のもとで、二〇一三年八月の障害者自立支

援法廃止とその後の新法成立へ向けて精力的な協議が始まっており、国連障害者の権利条約にふさわしい総合的

な新法が期待されているところです。 

 しかし、今、和解を心から喜んだ原告らが、あの謝罪と約束は何だったのかと怒りの声を上げているのです。 

 反対の最大の理由は、基本合意を踏みにじり、当事者参加の原則、改革会議の協議を飛び越えて国会が決めて

しまうというやり方に対してです。 

 この間、委員会が長く不正常な状態が続いていたにもかかわらず、本法案に限って与野党合意が成り立った背

景には、選挙を前にした党内事情や、この後に控えている労働者派遣法の強行採決への環境整備という与党の思

惑もあり、障害者の問題が政争の具にされているのではないか。強い怒りを表明するものです。 

 なぜ今、改正案なのですか。旧与党時代に自民、公明が提出した改正案は、一定の改良ではあるとしても、自立

支援法の枠組みは維持するための法案です。廃止を掲げた与党が、なぜその自民、公明案と一本化を図ることが

できるのか、理解できません。 

 障害者自立支援法三年後の見直しとしてつくった旧与党案と、廃止までの部分修正である与党案が本来合体で

きるはずがないのです。互いに一本化を優先する余り、廃止を前提としていることがあいまいにされ、時限立法

であることすら明記することができませんでした。一方、最大の争点だった応益負担については、応能負担を原

則とするとしながら、現在でも実質応能になっているという旧与党の言い分を受け入れており、実際に能力に応

じた負担の程度は、時々の政府の判断にゆだねられているのです。 

 やはり、基本合意が最初に指摘しているように、契約制度、程度区分で障害の程度と利用量を決定し、その利用

量に応じて定率の負担をするという仕組みそのものを変えて、憲法に即した福祉の制度でなければならないとい

う、そのためにこそ議論を重ねるべきだと思います。 

 最後に、廃止までのつなぎ法案だといいながら、施行日は二〇一二年四月と、最長であと二年もあるのは矛盾

しています。また、廃止までの時限立法と明確にすべきです。与党が廃止をためらい、自立支援法延命こそがねら

いではないかと強い懸念をぬぐえません。 

 以上、本法案は廃案にし、きょうの議論を生かして、改革会議の議論の充実と当事者参加を貫いた立法を強く

求めて、発言を終わります。 

○鉢呂委員長 以上で発言は終わりました。 

 お諮りいたします。 

 お手元に配付いたしております草案を障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策

を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律案の成案とし、こ

れを委員会提出の法律案と決するに賛成の諸君の起立を求めます。 

    〔賛成者起立〕 

○鉢呂委員長 起立多数。よって、そのように決しました。 

 なお、ただいま委員会提出と決しました法律案の提出手続等につきましては、委員長に御一任願いたいと存じ

ますが、御異議ありませんか。 

    〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○鉢呂委員長 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。 

     ————◇————— 

○鉢呂委員長 内閣提出、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律

等の一部を改正する法律案を議題といたします。 

 この際、お諮りいたします。 

 本案審査のため、本日、政府参考人として厚生労働省職業安定局長森山寛君の出席を求め、説明を聴取いたし



たいと存じますが、御異議ありませんか。 

    〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○鉢呂委員長 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。 

    ————————————— 

○鉢呂委員長 質疑の申し出がありますので、順次これを許します。あべ俊子さん。 

○あべ委員 自由民主党、あべ俊子でございます。 

 新委員長御就任、大変おめでとうございます。 

 新委員長からのごあいさつの中に、適正な委員会運営に努めるというお言葉がございました。これは、どんな

法案であっても、必要であれば十分な審議を尽くし、強行採決は行わないという理解でよろしいでしょうか、委

員長。 

○鉢呂委員長 適正な委員会の運営に努める、その言葉どおりでございます。 

○あべ委員 まず初めに、労働者派遣法改正案、これまでの各党、全体の流れの中で、私は、今回、このいわゆる

派遣法に関しての改悪法案とも言える法案は見送られるのかなという雰囲気を感じておりました。ところが、急

にこの法案が上がってきたのは、小沢幹事長の天の一声で変わってきたのではないかと感じるのは私だけでしょ

うか。 

 また、前藤村委員長、健康不安で辞任をされました。さまざま法案が急に上がってきて、その法案を強行採決す

ることをお嫌である余りに健康不安になられたのではないかと心配をしているところでございます。 

 委員会理事会での決議、委員長職権で委員会が続けられていることに関して、議会制民主主義崩壊の危機を感

じるのは私だけではないと思います。 

 さて、法案の方の質問に移らせていただきます。 

 大臣、今回の派遣法改正案の大きな目的は、一言で何でしょうか。 

○長妻国務大臣 人間が人間らしく働ける環境を整備するということであります。 

 これまで、自民党政権のもと、雇用の規制緩和という美名のもと、物には限度というものがございます、日雇い

派遣のような形態も認め、本当に、直接雇用でないわけでして、労務管理も含め管理が甘くなる、そういう問題が

数々指摘をされたわけであります。 

 詳細には、大きく三つ問題点がございます。 

 業務量の減少に伴って、派遣先による就業機会の確保の努力がほとんど見られないままに派遣契約が解除され

てしまう。これは、直接雇用とはまた違う、派遣先は直接雇用をしていないわけでありますので、そういう安易な

解除がある。 

 そして、二点目としては、派遣契約が派遣先の都合で解約されたにもかかわらず、解約に伴う損害賠償あるい

は休業補償等がほとんどなされない。派遣先と派遣元の契約が契約期限の前に解除される場合や、あるいは派遣

元が派遣労働者の雇用を解除する場合など、いろいろありましょう。 

 三番目としては、派遣労働者の雇用に最も責任があるはずの派遣元事業主において、雇用維持の努力が不十分

であった等々の問題点があったと考えております。 

○あべ委員 今大臣がおっしゃった内容と今回のいわゆる派遣の改正法案は、根本解決には全くなっていないと

いうふうに私は思います。 

 特に、派遣というのは、派遣の働き方そのものが問題ではなくて、これは一つの働き方であって、解雇をいつさ

れるかわからない、またさらには、解雇された後のセーフティーネットの問題というのが一番大きな問題である

というふうに思います。 

 そうした中におきまして、派遣、いわゆる無期雇用型派遣と登録型派遣がございますが、これは労働者や経営

者が置かれる立場が全く違うものであります。 

 いわゆる無期雇用型派遣の場合は、無期雇用ですから、派遣元の会社は仕事がなくても給料を払います。景気

や派遣先のいわゆる業務の変動リスクを派遣会社が引き受けるというものです。また、派遣会社は労働者の教育

訓練に対するインセンティブがあります。これは、顧客数をふやしたいということであります。 



 一方、登録型は、景気変動による解雇リスクを労働者が負うという問題でありまして、今回与党から提出され

ました労働者派遣法改正法案、日雇い派遣の原則禁止、登録型派遣の原則禁止、製造業派遣の原則禁止など、行き

過ぎた規制緩和を是正し、労働者を保護することを目的としているかもしれませんが、派遣労働の最大の問題で

ある雇用の安定、これらの改正だけで派遣労働問題の根源にある不安定さが決して解消されるとは思えない。ま

た、登録型派遣だけを改正することは、労働者保護といいながら、雇用契約の問題をごまかしているとしか思え

ません。 

 大臣、今回の法案でどれぐらいの人が仕事を失うかもしれないというシミュレーション、見積もりを出されて

いるのでしたら、数値を出していただきたいと思います。 

○長妻国務大臣 どのぐらいの方が今回の法案によって仕事に影響が出るのかということでございますけれども、

その対象となる方の人数というのは、この前も最新の数字を発表させていただいたわけであります。 

 こういう形態といっても、常時雇用、一年以上の雇用の見込みのある場合は、これは派遣元がしっかりと雇用

していただくという前提で派遣というのはあり得るわけでございますので、我々としては、直接雇用への転換も

含め、雇用が失われないように努力をしていくということであります。 

 そして、雇用政策全体、この法案だけで全体の雇用の安定が図られるのかということではもちろんございませ

んで、やはり雇用の安定が図られるには、まず雇用のパイをきちっと拡大する、そして直接雇用も含めた非正規

雇用の問題にもきちっと向き合っていくということも必要であるのは言うまでもありません。 

○あべ委員 大臣、質問にお答えください。それ以外のところは聞いておりません。 

 今回の法案でどれぐらいの人が仕事を失うと見積もられているのか、数字を御自分でおっしゃってください。 

○長妻国務大臣 そういう見積もりは、我々はしておりません。そうならないように努力をしていくということ

であります。 

○あべ委員 それは余りにも無責任でありますし、今回の改正法案で何人が影響を受けるかという数値は、大臣、

御承知のはずでございます。大臣、それはどれぐらいの数が影響を受けるというふうに聞いていますか。 

○長妻国務大臣 今申し上げているのは、この法案の対象となる労働者の人数ということでありまして、それが

約十八万人ということになっておりますけれども、これについては、雇用が失われないように、直接雇用に転換

されるようにということで我々は取り組んでいくということでございまして、直ちに雇用が失われるということ

は考えておりません。 

○あべ委員 長妻さん、この景気の悪いときに、直接雇用ができるほど今企業は余裕があるというのは余りにも、

この法案そのものがタコつぼ法案で、日本の全体の景気を全く理解していないとしか言えない。 

 十八万人が影響を受けるかもしれないけれども、これは直接雇用になるという保証を、大臣、この改正案とと

もに出されるんでしょうか。 

○長妻国務大臣 これは、規制がなされると直ちにその方が雇用が失われるのかどうか。当然、会社というのは

需要があるからそういう労働者を雇っておられるわけでありまして、派遣元の派遣会社につきましても、常時雇

用の派遣は我々は認めているわけでございますので、そういうところに転換をする、あるいは、雇用のニーズが

あるということであれば、直接雇用に転換する。 

 では、その払う直接のお給料という意味でいうと、直接雇用の場合は企業が労働者に直接払う。派遣の場合は、

当然、マージンを派遣会社が中間でいただくわけになりますので、事業主の払うお給料はその部分が上昇すると

いうことにもなりますので、我々としては、直接雇用を支援するそういう政策も、例えば派遣労働者雇用安定化

特別奨励金、派遣労働者を直接雇用する事業主に対する助成制度の活用ということで、いろいろな政策も用意を

して、労働者の方が直接雇用に転換するようにということで取り組んでおります。 

○あべ委員 では、この非常に景気の悪い状態でございますから、一応、今回の改正法案で十八万人影響を受け

るけれども、今出されている大臣の政策をもってして何人ぐらい救えるかというシミュレーションをきちんと責

任を持って出すべきではないですか。 

 国民が今非常に不安に思っているのは雇用問題なんです。大臣、ここのところをしっかりと精査しないでこの

法案だけを出したら、本当に大臣の思っていらっしゃる夢物語が実現するか、全くわからないじゃないですか。



長妻さん、この辺は責任は持てますか。 

○長妻国務大臣 これはあべ委員にも本当にお尋ねしたいぐらいですけれども、本当に日雇い派遣ということが、

景気が悪いから日雇い派遣を認めて、それで雇用が拡大するというふうには私は思えません。我々としては、雇

用に影響を与えないように、いろいろな施策を使ってそれを下支えするということでございます。 

○あべ委員 長妻さん、具体性が欠けるのは長妻さんのお言葉でありまして、何度も申し上げますが、労働者派

遣の最大の問題は、雇用の安定さの問題なわけであります。 

 ですから、解雇ルールがしっかり守られるということがなければ、いわゆるこの派遣問題、例えば、派遣という

のは働き方の一つの形態でありますから、これを続けたいという方も実際いらっしゃることはいらっしゃる。し

かしながら、非常にお困りの方の最大の問題点は、その方々が解雇されたときのセーフティーネットの問題、さ

らには解雇ルールが明確になっていないということなんです。ですから、そこのところを整理しないで、この改

正法案を余りにも乱暴な形で出してくる理由が私には全くわからないということでございます。 

 特に、この常時雇用ということの定義の部分、期間の定めのない雇用が入っているということは、長妻さんも

御存じだと思いますが、常時雇用で期間の定めなく雇用されている人は四割なんです。この常時雇用の定義の部

分をしっかり変えていくのも重要だというふうに長妻さんは自覚をしていらっしゃらないのでしょうか。 

○長妻国務大臣 常時雇用ということについては、一年以上の雇用の見込みということでございますけれども、

これに関しては派遣はできるということになっておりますし、今回の派遣法は、もちろんいいかげんにつくった

わけではございませんで、その前提には、労働者側、使用者側が同じテーブルで真摯に話し合って合意をした上

で、我々も法案を作成して国会に提出するということにしております。 

 これは、公布の日から三年以内の施行ということで、製造業派遣の原則禁止、登録型派遣の原則禁止、そして登

録型派遣の一般事務については公布から五年後に原則禁止ということで、一定の猶予期間も設けておりまして、

その間に我々としては、雇用を転換して、その方々の職が失われない、そういう施策をして下支えをするという

ことであります。 

○あべ委員 この常用雇用に関しましては今回例外とされておりますけれども、いわゆる期間の定めなく雇用さ

れている労働者だけではなく、過去一年を超える期間について引き続き雇用されている方、また、採用時から一

年を超えて引き続き雇用されると見込まれる労働者といって非常にあいまいな形になっていることは、長妻さん

は多分わかっていらっしゃるんだと思います。ですから、雇用の安定性ということを考えたときに、この定義づ

けもしっかり見直しをしなければいけないということを申し上げているわけであります。 

 猶予があるから大丈夫なのか。しかしながら、本当に製造業、さまざまなところは、この改正法案が通ったら採

用がしにくくなるということで、違う方向に転換をしている。正社員になったらいいというふうに長妻大臣はお

っしゃいますが、それをパート、アルバイトに全部差しかえてしまっているという現実を、大臣の方は、また厚生

労働省はデータとしてお持ちなんでしょうか。 

○長妻国務大臣 パート、アルバイトに差しかえてしまっているということでありますけれども、我々としては、

派遣の労働者の方々が、それはできれば派遣元に常時雇用されるということでもまずはいいでしょう。あるいは、

派遣労働者の方が派遣先の正社員になるということは、これは一定の一つの理想、あるべき姿ではあると思いま

すけれども、何も、派遣の方がパート、アルバイトになったからそれは悪いという考え方ではなくて、やはり我々

は、より直接雇用の促進をしていくという考え方もこの法案の根底にはあるわけであります。 

 例えば、同じ非正規雇用にしても、派遣元の非正規雇用、あるいは直接雇用の非正規雇用。 

 事業主が指示をして、かつ事業主が雇い主ということで、就業規則や労務管理というのは、目の前の事業主が

働いている方に直接指導するということで、いろいろな面でそれは配慮ができる。 

 ただ、派遣の場合でありますと、例えば、派遣先の会社の方にとっては派遣の労働者というのは、指示は自分は

いろいろするけれども、それを雇っているのは、また別のところにある会社が雇って、労務管理も離れた会社が

やるということで、非常に安易な解約、あるいは労務管理が行き届かないのではないか、こういう問題意識も法

案の背景にあるわけであります。 

○あべ委員 長妻さん、聞いていないことまでお答えにならなくて結構でございますので、聞いていることだけ



お答えいただきたい。 

 私は、パート、アルバイトが問題であると言っているのではなくて、常用雇用を禁止の例外としていることに

対して、常用雇用でも非常に雇用が不安定であるという観点でございまして、派遣先会社と派遣の契約を解除す

れば、常用雇用の派遣でも七六・七％の労働者が解雇されるとされているわけであります。 

 すなわち、常用型でも登録型でも、派遣先企業が派遣契約を解除すれば解雇されるという不安定さは一緒なわ

けであります。常用型にすれば雇用が安定するという根拠はどこにもないということをしっかりと大臣としてわ

かっていただきたいし、ここのところをしっかりといわゆる改正案の中に入れていくことこそが大切なのではな

いかと言っているわけです。 

 今のいわゆる改正案では余りにも未熟過ぎて、この派遣労働問題の根本の部分を全く変えていない。逆に、派

遣で働いている方々十八万人に対する影響と、さらにはそれを雇用する側の影響が余りにも大き過ぎる。この法

案は、余りにも未熟であります。 

 特に、今回に関しましては、先ほど申し上げた、職を失った場合のセーフティーネットの部分をどうすればい

いのか。全員が正社員という社会は現実的ではありません。そのバランスをどうつくっていくかでありまして、

派遣という働き方を選択している中、この働き方の多様性を否定する法案ではないんでしょうか。 

 大臣、この働き方の多様性に関してお答えいただきたい。 

○長妻国務大臣 これは、日雇い派遣が認められるときの議論でも雇用の多様性という言葉は聞いたことがある

わけですけれども、雇用の多様性という意味で、我々は、派遣の一から十まですべてをこの法案は禁止している

ということではございません。専門二十六業務もございますし、常時雇用される派遣元の方は派遣はできるとい

うふうに考えておりますけれども、そういう意味では、いろいろな働き方というのはこの法案で否定されるわけ

ではありません。 

 ただし、繰り返しになりますが、日雇い派遣に代表されるような、安易に解雇ができる、しかも、目の前の職員

を解雇するときに、本当に自分が雇っている人間であれば、多少これは良心の呵責というか、手続に従ったとし

てもそういうものが発生して、次の就職先も含めてどういうふうに手当てをしようか、どういうふうに切り出し

て、どういう手厚いその後のフォローをしようかと考えるわけでありますけれども、やはり派遣でありますと、

目の前の方にやめていただくときに、派遣会社に言えばその方が契約打ち切りということで、直接解雇するわけ

ではありませんので、精神的負担あるいはその後のフォローというのも雇う側は考えるのが直接雇用に比べると

低まっていくのではないかということで、事実、派遣村と言われるものもできたわけでございます。 

 そういうことに対して、我々としては一定の、今おっしゃられた雇用の多様性というかそういうものは確保し

ながら、例えば最低限のものについてはやはり規制をする必要があるという思いで、労働者そして経営者側も議

論をいただいて、その前提には、我々は丸投げをしたわけではなくて、そこに一定の考え方をお示しして、その範

疇の中で御議論いただきたいということで、激論もありましたけれども、ぎりぎりまとめていただいた案がこち

らの案でございます。 

○あべ委員 ですから、働き方の問題ではなくて、すなわち雇用の安定性の部分が問題だと何度も申し上げてい

るわけです。長妻さんもそういうふうにお答えになっていながら、この法案と全く乖離した形なのはなぜなんで

しょうか。いわゆる解雇における透明性が必要だと私は何度も申し上げているわけです。 

 労働契約法、二〇〇八年に出たものに関しまして、解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当でな

い場合は、権利を濫用したものとして無効としていますが、具体的な基準の明記がないということで、判例法の

依存は変わらないというところが問題なわけです。 

 解雇権の濫用として、解雇の必要性、解雇回避努力、被解雇者の公平な選定、組合との協議、こういうことが、

しっかりと公平性に重点を置く規制にすべきであります。すなわち、整理解雇の際の金銭補償、再就職支援に重

点を置くべきでありまして、労働契約法の本来の目的は解雇ルールを明確化することであって、働き方が、これ

がいいとか悪いとかする弾劾の問題ではないわけです。 

 大臣、解雇ルールを明確にすることを今回の改正案に入れなければ、この改正案は全く意味をなしませんが、

いかがでしょうか。 



○長妻国務大臣 今のお話につきましては、派遣というよりも労働契約法、つまり、これは解雇、正社員も含めた

解雇はどうあるべきかという前提条件のお話だと思います。 

 今おっしゃられたような、透明性を高める、そして、まずは今の法律についてきちっと遵守させるように、我々

としてもきちっとした監督をしていくというのは大前提でございますけれども、これについて、おっしゃられた

ような、透明性を高めるとかそういう改善するべき点があれば、我々もそういう御意見を聞いて、これをさらに

国民の皆さんの理解を得られるような形で変えることができるかどうか、検討をしていきたいと思います。 

○あべ委員 今、本当に景気が悪い中でございまして、企業が国を選ぶことができる時代になっているというこ

とは大臣も御承知だと思いますが、今回の派遣労働の禁止により、派遣労働に依存している企業が安い労働力を

求めて海外に拠点を移そうというふうに騒がれていることは御存じだと思います。 

 今回の法案が成立した場合、どれぐらいの中小企業にどういう影響を与えるか、数値を出していらっしゃるの

であれば教えてください。 

○長妻国務大臣 今おっしゃられた点というのは、派遣というのが規制をされて、それを利用している企業が安

い労働力を目指して海外に行くのではないかというお話であります。 

 確かにそういう御指摘があるのは承知をしておりますけれども、そう単純な話なのかどうかということでござ

います。やはり労働力の質ということもありますし、あるいは、それはどういう質の労働者がどういう技術を使

って仕事をしていくのかということにもよるわけでありますし、直接雇用に切りかわるということも企業として

はとれるわけでありますし、派遣の事業すべてが禁止になるわけではなくて、派遣元との契約が一定の安定性を

確保した契約であれば派遣が可能となるという法案でございます。 

 いずれにしましても、我々としては、そういうことが起こらないように、これから雇用の安定化もきちっと図

り、あるいは経済産業省も含めて中小企業対策というのはとり行っているところでありますので、各省庁連携を

して、中小企業への支援、あるいは中小企業の動向ということについても注視をしていきたいと考えております。 

○あべ委員 本当に今回の法案で、この日本の経済に与える影響、確かに労働者を守っていかなきゃいけない、

働き方をしっかりとしていかなきゃいけないというところもわかりますが、両方守らなければ、企業が海外に出

てしまえば、逆に言ったら根本の雇用をなくしてしまうということになるわけです。 

 そうした中におきまして、どうも常用代替防止がこの法案の目的でしかないような気がします。労働組合の支

援団体を持っている皆さんが正社員保護をしたいのか。しかしながら、正社員に移行させるという話よりも、逆

に、この景気の悪いところであるから正社員をもっと働かせろという企業も出ているわけであります。 

 そうした中におきまして、今、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングの調査部の話では、企業の雇用過不足

感と労働分配率の試算をしたところ、全雇用者の九・二％、五百万人が余剰となっている段階と言われている中、

直接雇用、直接雇用と、今の日本経済の状態を全く無視したような夢物語を言っていることは、私は今回の改正

法案を出すことは全く納得ができない。 

 何回も長妻さんがおっしゃっているように、雇用の安定性であれば、解雇ルールの部分をしっかり今回の改正

法案の中に、また別法案で出していくことがまずは先決なわけであります。 

 大臣、このことに関して、安定性、安定性と言うのであれば、解雇ルールに関しては今後どうなされるおつもり

か、お聞かせください。 

○長妻国務大臣 安定性という意味では、今回のお願いをしている法案については、一年以上の雇用見込みとい

うことが書いてあるところでございます。 

 今回の法律で何か日本経済が大変な状態になるというお話もありますけれども、基本的には、これまで、例え

ば登録型派遣でいえば、派遣会社が労働者を雇って労働者を派遣する、そして、派遣元と派遣先の契約、あるいは

向こうの、派遣先の都合でその契約が切れたときに、派遣元はその労働者を解雇する、こういうようなこともあ

ったわけでございますけれども、今後は、やはり一年以上は、派遣先と雇用契約が切れたとしても、別の派遣先を

探す、あるいは派遣元の企業で働いていただく、こういうようなことは最低限確保していこうというような、ご

く常識的な法案であるというふうに私は考えております。 

 そういう一年という期限すら確保できないとなると、非常に雇用が不安定になるということで、そういう意味



では、一定の雇用の安定という対策もこの法案の中に入っているということでございます。 

○あべ委員 今の経済状況を長妻さんが理解しているとは全く思えない。派遣労働者が置かれている状況と、雇

用を創出しなければいけないというときに、全く逆行するような、また、雇用の安定ということであれば、正規と

非正規、無期雇用と有期雇用の全体ビジョンの議論をすべきであって、今回の改正法案はこの問題に対して全く

意味のあるものではないということは申し上げたいというふうに思います。 

 今回の労働者派遣法改正案、これは派遣労働者の問題の根本解決には全くならずに、逆に言いましたら派遣切

り法案と言っても仕方がないほどの改悪法案に関しまして、特に民主党の皆様におかれましては、採決要員とし

て何ら問題意識を感じることもなくお座りになっていらっしゃる、このことに対して非常に違和感を感じるもの

でございます。 

 私の質問時間は終わりましたので、これで終わります。 

○鉢呂委員長 次に、松浪健太君。 

○松浪委員 自由民主党の松浪健太であります。 

 派遣法の改正案について質問をする前に、今、国会を取り巻く状況は大変重苦しいものがあるかと思います。 

 委員長がかわられました。この委員長がかわる経緯は、国民の皆さんはその真実を知っておられると思います。

私どもも、強行採決が目の前にあるという前提を持って質問することのむなしさに、身が震える思いであります。 

 委員長におかれましては、まずお伺いをいたしたい。 

 藤村委員長はさまざまな思いを持っておられたと思います。藤村委員長は辞任をされました。委員長は、藤村

前委員長の思いをしっかりと胸にとらえて、そしてこれから適正な運営をされるのか、またその適正な運営の中

には強行採決は含まれるのか、まず伺います。 

○鉢呂委員長 委員長に対する御質問でございます。 

 私は、冒頭の就任ごあいさつでもお話をしましたが、委員各位の御協力、御支援をいただいて、適正な委員会運

営に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○松浪委員 委員長としては非常に月並みと申しましょうか、私は、本当に国民の望む公正中立を委員長には行

っていただきたいと思います。 

 そして、大臣、副大臣、政務官に伺います。 

 藤村委員長、一応体調不良で引かれたということになっております。しかし、私、新聞記者をやっておりまし

た。各紙が報道いたしております。党内では強行採決に慎重な藤村氏が身を引いたとの見方も出ているというよ

うな書き方をする。こういう書き方を新聞記者がするときは、通常は、民主党の皆さんで多くの皆さんが、藤村委

員長はということをおっしゃった上で、こういう報道になるわけであります。 

 こうしたことを踏まえて、大臣、副大臣、政務官、藤村委員長の思いにいかなるお考えをお持ちか、伺いたいと

思います。 

○長妻国務大臣 藤村委員長におかれましては、本当に適切な委員会運営に努めておられるということで、本当

に私が尊敬する議員の一人でございます。 

 ただ、今回のおやめになった経緯というのは、私も健康上の理由というふうにしか聞いてございませんで、そ

れ以上のコメントはできないわけであります。 

○細川副大臣 私は、藤村委員長を尊敬いたしておりまして、これまでの委員会運営については、大変立派な運

営だったというふうに思っております。 

 今回の辞任につきましては、私は藤村委員長から直接お聞きをいたしましたけれども、健康上の問題で辞任を

する、こういうふうに言われましたので、そう私は受け取った次第でございます。 

○山井大臣政務官 松浪委員にお答え申し上げます。 

 藤村委員長、藤村衆議院議員は、私の最も尊敬する、本当に大変お世話になった議員でもあられます。 

 例えば、政権交代前には、藤村先生が厚生労働のＮＣ担当で、私がその副をさせていただいておりまして、本当

に、藤村先生のリーダーシップのもと、医療、年金、福祉、子育て支援、雇用の民主党のマニフェストをつくらせ



ていただきました。まさに、そういう厚生労働関係の藤村先生が中心になってつくられたマニフェストが、政権

交代の一つの大きな推進力にもなったと思います。 

 特に二点申し上げますならば、肝炎対策に関しては非常に力を入れられまして、選挙前には成立させられなか

った肝炎対策基本法を、委員長としてリーダーシップを持って、見事、与野党の方々と一緒に、委員長提案で肝炎

対策基本法を成立させられましたし、特に、あしなが育英会の活動を大学卒業後もずっとされてきて、子供の貧

困への取り組みがすばらしかったと思います。その点では、今回、高校授業料実質無償化や、また母子加算復活、

児童扶養手当の父子家庭への支給など、子供の貧困を解決するための本当にリーダーシップをとってこられまし

た。 

 そのような藤村先生が今まで委員長をこの委員会でしてくださったこと、おかげで子ども手当法案という重要

な法案も通していただきました。そのことには非常に感謝をしております。 

○松浪委員 国民は、よく政治を見ております。今までも、自民党の議員でも、体調不良を理由に多くのことを隠

してきた。体調不良というと、その体調不良ということ、これ、常道ですからね。ですから、実際問題は、この体

調不良ということの裏に、恐らく民主党の皆さんで、体調不良といって、その体調不良の内容を確認した方はい

らっしゃらないと思います。国民がしっかりと現実を見据えて事実を見ていることを、皆さんには真摯に受けと

めていただきたいと思います。（発言する者あり） 

 大変軽いやじが飛んでおりますけれども、これはそれとして、今回の派遣法につきまして御質問いたします。 

 私もこれまで多くの文献を読んで、そして、この派遣法の改正案、今回質問をつくってまいりましたけれども、

前提が変わりました。 

 ほとんどの文献においては、二〇〇八年六月の政府の発表した二百万人という数を基本に、これまでの議論が

組み立てられてまいりました。そして一昨日に、私もちょうどこの……（発言する者あり）委員長、よろしいです

か。 

○鉢呂委員長 はい、どうぞ。 

○松浪委員 一昨日に出た状況によりますと、私も、このリーマン・ショックの影響が、派遣切りの影響がいかに

強かったのか、その数字をまざまざと見て愕然といたしました。二〇〇八年六月には二百万人おったという派遣

労働者の数が、約百八万人の状況になっております。これまで法案改正を皆さん続けてこられて、その中で本当

に、この二年間で派遣労働者が約半分になってしまった。その背景をまずしっかりと踏まえて議論をしなければ、

もう議論の前提自体が崩れているのではないかなというふうに私は感じるわけであります。 

 一昨日、その内訳を見せていただくに、余りに状況が違う。これであれば、新たな規制対象者の割合というの

は、先ほどあべ議員の質問にもありましたけれども、もう一度しっかりと、どれだけの方が規制対象者なのかと

いうことを政府はお考えになっているのか、まず確認したいと思います。 


